道志村広報誌等広告掲載取扱要綱

 (趣旨)
第１条　この要綱は、道志村が発行する広報誌等に民間企業等の広告を掲載することについて、必要な事項を定めるものとする。
(広告掲載不適格事項及び広告掲載基準)
第２条　次の各号のいずれかに該当する広告は広告掲載を行わない。
(1)　法令等に違反するもの又はそのおそれがあるもの
(2)　公序良俗に反するもの又はそのおそれがあるもの
(3)　人権侵害となるもの又はそのおそれがあるもの
(4)　政治性のあるもの
(5)　宗教性のあるもの
(6)　社会問題についての主義主張
(7)　個人の名刺広告
(8)　公衆に不快の念又は危害を与えるおそれがあるもの
(9)　その他村長が広告掲載について不適当であると認めるもの
２　広報誌等に掲載する広告は、公共の用に供されることに鑑み、相応の信用と品位を備えた広告内容及び表現でなければならない。
３　広告を審査する場合は、この基準のほか、関係法令等の規定や村民への影響、公共性・公益性、社会通念、社会経済状況等に十分配慮するものとする。
４　この基準に規定するもののほか、広告内容、デザイン等に関する個別の基準が必要な場合は、別途基準を作成することができる。
５　次に掲げる業種及び事業者に関する広告は掲載しない。
(1)　道志村暴力団排除条例(平成24年道志村条例第10号)に規定するもの
(2)　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号)に規定する風俗営業
(3)　風俗営業に類似したもの
(4)　ギャンブルに係るもの
(5)　社会問題を起こしているもの
(6)　法律の定めのない医療類似行為を行うもの
(7)　占い、運勢判断等に関するもの
(8)　興信所、探偵事務所等
(9)　債権取立て、示談引受け等をうたったもの
(10)　法令等に基づく必要な許可等を受けていないもの
(11)　民事再生法(昭和11年法律第225号)及び会社更生法(平成14年法律第154号)による再生又は更生手続中の事業者
(12)　法令に違反しているもの
(13)　行政機関からの行政指導を受け、改善がなされていないもの
５　次に掲げる広告は掲載を行わない。
(1)　差別又は名誉毀損のおそれがあるもの
(2)　法律で禁止されているもの及び認可を受けていないもの又は著しく品質の劣るもの
(3)　他をひぼう、中傷又は排斥するもの
(4)　村の広告事業の円滑な運営に支障を来すもの
(5)　公の選挙又は投票の事前運動に該当するもの
(6)　宗教団体による布教を主目的とするもの
(7)　非科学的又は迷信に類するもので、利用者を惑わせたり不安を与えるおそれがあるもの
(8)　社会的に不適切なもの
(9)　国内世論が大きく分かれているもの
(10)　誇大な表現(誇大広告)、根拠のない表示や誤解を招くような表現のもの
(11)　射幸心を著しくあおる表現のもの
(12)　労働基準法(昭和22年法律第49号)等関係法令を遵守していない人材募集広告
(13)　虚偽の内容を表示するものや法令等で認められていない商法、商品等
(14)　国家資格等に基づかない者が行う医療行為又は医療類似行為
　等
(15)　責任の所在や広告の内容が明確でないもの
(16)　国、地方公共団体その他公共の機関が広告主又はその商品、サービス等を推奨、保証、指定等をしているかのような表現のもの
(17)　青少年保護と健全育成の観点から適切でないもの
(18)　その他広告掲載が不適当であると認めるもの
(広告掲載料)
第３条　広告の掲載料は、別表第１のとおりとする。
２　村長は、必要があると認めるときは、前項の掲載料を減額又は免除することができる。
(広報誌等への広告掲載の申込み)
第４条　広報誌等に広告を掲載しようとする者は、掲載を希望する広報誌等の発行日の３０日前(休日に当たるときはその翌日)までに、広報誌等広告掲載申込書(第１号様式)を村長に提出しなければならない。
(広報誌等への広告掲載の決定)
第５条　村長は、前条の申込書の提出があったときは、誌面の状況及び申込みのあった広告サイズ並びに申込み数を勘案し、次の順位により掲載の有無を決定し、広報誌等広告掲載(不掲載)決定通知書(第２号様式)により通知するものとする。
(1)　 村内の産業、村内の商工業者及び商工会に関するもの
(2)　 国、政府関係機関及び地方公共団体並びにこれらに類する団体に関するもの
(3)　私企業のうち公共性の高いもの
(4)　前３号以外のもの
２　広告の掲載ページは広報誌は合計で１ページ以内とし、掲載位置は、村長が決定するものとする。
 (広告掲載データの提出)
第６条　広告掲載の決定を受けた者(以下「広告主」という。)は、掲載する広告の原稿データ(以下「広告掲載データ」という。)を村長が指定する方法により作成し、指定する期日までに提出しなければならない。
２　広告掲載データの作成に係る一切の費用は、広告主の負担とする。
 (広告内容の修正)
第７条　村長は、掲載する広告の内容又はデザイン等に不適当と認める部分があるときは、広告主にその部分の修正を求めることができる。
(広告掲載料の納付)
第８条　広告主は、広告掲載料を広報誌等の発行日の１０日前までに納めなければならない。
(広告掲載の取消し)
第９条　村長は、次のいずれかに該当する場合は、広告の掲載を取り消すことができる。
(1)　前条に指定する期日までに広告掲載料が納付されなかったとき。
(2)　第６条に指定する期日までに広告掲載データが提出されなかったとき。
(3)　広告主又は広告の内容が不適当であることが判明したとき。
(4)　広告主の倒産、解散、廃業等により、広告に係る事業の停止を確認したとき。
(5)　村の業務上やむを得ない事由が発生したとき。
(広告掲載料の還付)
第10条　既に納付された広告掲載料は還付しない。ただし、広告主の責めに帰さない事由により広告掲載ができなくなったときは、この限りでない。
２　前項の規定により広告掲載料を還付するとき、還付する広告掲載料に利子は付さない。
(広告掲載料の減免)
第11条　第３条第２項に規定する減免は、次の各号に掲げるとおりとし、その割合は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。
(1)　国、政府関係機関及び地方公共団体並びにこれらに類する団体　１０割
(2)　その他村長が特に必要があると認める者　１０割又は５割
２　前項の減免を受けようとする者は、広告掲載料減免申請書(第３号様式)を村長に提出しなければならない。
 (減免の決定)
第12条　村長は、前条の申請書の提出があったときは、速やかに審査し、広告掲載料減免承認(不承認)決定通知書(第４号様式)により通知するものとする。
 (広告主の責務)
第13条　広告主は、広告内容に関するすべての責任を負うものとする。
 (委任)
第14条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。

附則
この要綱は、公布の日から施行する。



別表第１(第３条関係)
	
	規格
	広告掲載料

	
	名称
	サイズ
	

	広報どうし



	A4の２分の１
	縦128mm×横180mm
	２０，０００円

	
	A4の４分の１
	縦128mm×横88mm
	１０，０００円

	
	A4の8分の1
	縦63mm×横88mm
	６，０００円

	
	A4の12分の1
	縦41mm×横88mm
	３，０００円

	それ以外の広報媒体
	村長が別に定める
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